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【誤訳訂正１】
【訂正対象書類名】特許請求の範囲
【訂正対象項目名】全文
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　特に非一時的なコンピューター可読媒体を用いて眼用の眼鏡処方を決定する方法（１０
０）であって、
　眼の屈折特性を示す測定値を提供するステップ（１１０）と、
　前記測定値に基づいて決定された眼用の複数の可能な眼鏡処方に対応する最適化空間を
確定するステップ（１２０）であって、該最適化空間を確定するステップ（１２０）は、
前記眼鏡処方を特徴付ける１つ又は複数のパラメーターの範囲を定義するステップを含む
ステップと、
　メリット関数を決定するステップ（１３０、１４０）であり、前記メリット関数の値が
、前記最適化空間内の前記複数の可能な眼鏡処方の１つを用いた矯正時の眼の視覚機能に
対応し、前記メリット関数は、前記複数の可能な眼鏡処方の１つの矯正乱視の大きさに応
じて変わる項を含み、該項は、前記矯正乱視の大きさが大きく且つ／又は前記矯正乱視と
自覚的矯正乱視との間の差の大きさが大きいほど前記メリット関数のより最適ではない値
を与えるように作用し、ステップ（１３０、１４０）と、
　前記メリット関数の前記値の最適化（１５０）によって前記眼鏡処方を決定するステッ
プ（１６０）と
を含む方法。
【請求項２】
　請求項１に記載の方法において、前記メリット関数の前記値の最適化（１５０）は、前
記眼の屈折特性を示す補正波面及びそれに対応した前記可能な眼鏡処方の反復決定を含む
方法。
【請求項３】
　請求項１又は２のいずれか１項に記載の方法において、前記眼鏡処方は、前記メリット
関数の前記値を最大値に最適化することによって決定され、前記複数の可能な眼鏡処方の
１つの前記矯正乱視の大きさが大きいほど、前記項は小さな値を有するか、又は前記眼鏡
処方は、前記メリット関数の前記値を最小値に最適化することによって作成され、前記複
数の可能な眼鏡処方の１つの前記矯正乱視の大きさが大きいほど、前記項は大きな値を有
する方法。
【請求項４】
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　請求項１～３のいずれか１項に記載の方法において、前記視覚機能は、矯正時の眼の視
力値又は矯正時のブラー値である方法。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか１項に記載の方法において、前記項は、前記矯正乱視の大きさ
に比例する方法。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれか１項に記載の方法において、前記項は、

の形態をとり、式中、ＭＯＡは、前記複数の可能な眼鏡処方の１つの前記矯正乱視の大き
さであり、ｎは、次数定数であり、Ｃｉは、各次数の係数である方法。
【請求項７】
　請求項１～５のいずれか１項に記載の方法において、前記項は、

の形態をとり、式中、ＭＯＡは、前記複数の可能な眼鏡処方の１つの前記矯正乱視の大き
さであり、ｅは、数学定数であり、Ｃは、比例係数である方法。
【請求項８】
　請求項１～７のいずれか１項に記載の方法において、該方法は、前記眼鏡処方を出力す
るステップ（１８０）をさらに含む方法。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれか１項に記載の方法において、前記測定値を提供するステップ（
１１０）を、第１現場（２６）で行い、前記最適化空間を確定するステップ（１２０）、
前記メリット関数を決定するステップ（１４０）、及び前記メリット関数の値の最適化に
よって眼鏡処方を決定するステップ（１６０）を、前記第１現場（２６）から離れた第２
現場（２８）で行い、前記提供された測定値を、前記第１現場（２６）から前記第２現場
（２８）へデータネットワークを介して伝送する方法。
【請求項１０】
　視覚補助具を製造する方法（２００）であって、
　請求項１～９のいずれか１項に記載の方法による眼鏡処方を決定するステップ（１００
）と、
　前記眼鏡処方に従って前記視覚補助具を製造するステップ（１７０）と
を含む方法。
【請求項１１】
　眼用の眼鏡処方を決定するシステム（１０）であって、処理ユニット（１４）を備え、
該処理ユニット（１４）は、眼の屈折特性を示す測定値に関する情報を受け取るよう構成
され、前記測定値に基づいて決定された眼用の複数の眼鏡処方に対応する最適化空間を確
定するよう構成され、該最適化空間の確定は、前記眼鏡処方を特徴付ける１つ又は複数の
パラメーターの範囲を定義することを含み、メリット関数を決定するよう構成され、前記
メリット関数の値が、前記最適化空間内の複数の可能な眼鏡処方の１つを用いた矯正時の
眼の視覚機能に対応し、前記メリット関数は、前記複数の可能な眼鏡処方の１つの矯正乱
視の大きさに応じて変わる項を含み、該項は、前記矯正乱視の大きさが大きく且つ／又は
前記矯正乱視と自覚的矯正乱視との間の差の大きさが大きいほど前記メリット関数のより
最適でない値を与えるように作用し、また前記メリット関数の値の最適化によって前記眼
鏡処方を決定するよう構成されるシステム。
【請求項１２】
　請求項１１に記載のシステムにおいて、波面収差計（１２）は、第１現場（２６）に位
置付けられ、前記処理ユニット（１４）は、第２現場（２８）に位置付けられ、前記第１
現場（２６）及び前記第２現場（２８）は、データネットワーク（２２）を介して接続さ
れるシステム。
【請求項１３】
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　請求項１１又は１２に記載のシステムにおいて、該システム（１０）は、決定された眼
鏡処方を出力するよう構成された出力装置（１６）をさらに備えるシステム。
【請求項１４】
　特にコンピューター又は処理ユニット（１４）上で実行されているときに、請求項１～
９のいずれか１項に記載の方法（１００）のステップを実行するプログラムコード手段を
備えた、特に非一時的なコンピュータープログラム。
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